










（ 続紙 １ ）                             








































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
わが保険業法は平成26年改正により、保険募集の際の保険者側の義務とし
て情報提供義務（同法294条）を明記したが、同義務違反が行政上の制裁につ
ながりうる点を除くと、同義務のエンフォースメントに関する明文規定は置
かれていない。本論文は、ドイツでの議論を素材として、保険募集時の情報
提供義務が実効的であるためには同義務違反の効果がどのようなものである
べきかを解釈論および立法論の両面から検討するものであり、特に次のよう
な点で学術的に大きな意義が認められる。 
 第１に、本論文は、情報提供義務にかかる明文規定の新設に満足せず、保
険募集を巡る現実の紛争事案で同規定がいかに活用されるかが真に重要な問
題であるとの理解に基づき、とりわけ不適切な情報提供があったがゆえに保
険契約者が期待していた保険保護が提供されなかった場合の措置についてド
イツ法を参考に検討しようとするものであり、研究目的を明確に設定した上
でこれに即した調査・分析が過不足なく行われている。 
第２に、本論文は、保険募集法制に関してEU法の影響も受けつつ幾度も修
正が行われ、それに伴う豊富な議論の蓄積があるドイツ法の状況を詳細に調
査し、これを網羅的に紹介している。ドイツの保険募集法制についてはこれ
まで概括的または断片的な紹介研究はあるものの、保険募集における情報提
供のあり方について、規制の変遷も含めてここまで徹底して調査・分析した
研究はほかに見当たらず、その資料的価値は高い。 
第３に、本論文は、契約締結上の過失理論と不法行為法の役割分担の違い
などドイツと日本の法制の違いにも十分に目配りしたうえで、ドイツの議論
の応用可能性を慎重に吟味してわが国での解釈論・立法論を展開しており、
よく練られた手堅い比較法研究となっている。 
 もっとも、本論文には、とりわけ具体的な解釈論・立法論に関して、踏込
み不足と感じられるところもないではない。たとえば、損害賠償における因
果関係の立証の議論に関しては、情報提供が適切になされない様々な状況を
場合分けしたうえで、個々の状況ごとに検討していればより説得的な主張を
しえたのではないかと思われる。しかし、こうした点は筆者自身も課題とし
て認識しているところであって、今後の研究の深化によって補うことは十分
に期待できる。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいも
のであり、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であ
ると認められる。また、平成30年8月22日に調査委員3名が論文内容とそれに
関連した試問を行った結果合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、
公表に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとするこ
とを認める。 
  
 
